
   厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、放課後児童健全育成事業を行う地域児童クラブを運営する者に対し、予

算の範囲内において厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、厚木市補助金等交付規則（昭和45年厚木市規則第５号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助要件） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を備えているものとする。 

(1) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第34条の８第２項の規定により、放課後児童健全

育成事業を行う地域児童クラブ（以下「クラブ」という。）を運営する者（以下「運営者」

という。）であること。 

(2) 当該年度の４月１日から３月31日まで（年度の途中においてクラブを新たに開所した場

合にあっては、当該開所した日の属する月の翌月初日から３月31日まで）における開所日

のうち、１月当たり20日以上クラブに通所する児童を月平均10人以上受け入れていること。

この場合において、通所する日数が１月当たり20日未満の児童にあっては、児童の通所日

数をクラブの開所日数で除した値の合計を人数とし、１人未満の値にあっては、その値を

切り上げるものとする。 

（補助対象経費及び補助額） 

第３条 補助対象経費及び補助額は、別表のとおりとする。 

（補助金の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする運営者は、厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金

交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

 (1) 事業計画書 

 (2) 収支予算書 

 (3) 規約等 

 (4) 対象児童の名簿及び児童出席簿（年度の途中においてクラブを新たに開所した場合にあ

っては、開所月分の出席簿） 

 (5) 役員及び職員名簿 

 (6) 運営委員会等構成員名簿 

 (7) 利用者募集のためのパンフレット等 

 (8) 障がい児受入加算費にあっては、障がい児の療育手帳、身体障害者手帳の写しその他障

がいがあることを証する書類 

 (9) 処遇改善加算費にあっては、放課後児童支援員等処遇改善事業賃金改善計画書 

(変更等)  

第５条 補助金の交付の申請をした運営者は、前条各号に掲げる書類の内容に変更等が生じた

場合は、速やかに市長に報告するものとする。 

（交付決定等） 

第６条 市長は、第４条の規定による補助金の申請があった場合において、その内容を審査し、

補助金の交付を決定したときは、厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金交付決定通知書

により、運営者に対し通知するものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付決定を受けた運営者が補助金の交付を請求しようとすると



きは、厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金交付請求書を市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の追加交付） 

第７条 補助金の交付決定を受けた運営者のうち、追加交付を受けようとする者は、厚木市地

域児童クラブ設置育成事業補助金追加交付申請書に追加の内容が分かる書類を添えて、市長

に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、補助金の追加

交付を決定したときは、厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金追加交付決定通知書によ

り、運営者に対し通知するものとする。 

３ 前項の規定により追加交付決定を受けた運営者が補助金の交付を請求しようとするときは、

地域児童クラブ設置育成事業補助金追加交付請求書を市長に提出しなければならない。 

（関係書類の整備） 

第８条 補助金の交付決定を受けた運営者は、次に掲げる書類を常に整備しておかなければな

らない。 

 (1) 入会申込書 

 (2) 現金出納簿 

 (3) 児童出席簿 

 (4) 補助金に関する書類 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けた運営者は、補助金の交付を受けた年度が終了した日から30

日以内に、厚木市地域児童クラブ設置育成事業補助金実績報告書に次に掲げる書類を添えて、

市長に報告しなければならない。 

 (1) 運営状況報告書 

 (2) 収支決算報告書 

 (3) 出席状況報告書及び児童出席簿の写し 

(4) 開所時間が確認できる資料 

 (5) 障がい児受入加算費にあっては、放課後児童支援員等資質向上研修を受講済みであるこ

とを証する書類 

 (6) 支援員等の名簿 

 (7) 処遇改善加算費にあっては、放課後児童支援員等処遇改善事業賃金改善実績報告書 

(8) 補助金事後評価書 

（事業の廃止等） 

第10条 補助金の交付決定を受けた運営者は、年度の途中において、放課後児童健全育成事業

を廃止し、又は休止した場合は、その日の属する月の翌月以降の補助金を市長に返還しなけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、市長に返還する補助金は、交付決定額（障がい児受入加算費を除く。）

を12で除した額に、12からクラブの運営月数を差し引いた月数を乗じて得た額とする。この

場合において、1,000円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。 

（交付決定の取消し） 

第11条 市長は、補助金の交付決定を受けた運営者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、補助金の交付決定を取り消し、又は変更し、既に交付した補助金の全部若しくは一

部を返還させることができる。 



 (1) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、補助事業に関し、補助金の交付決定の内容及びこれに付し

た条件に違反したとき又は市長の指示に従わなかったとき。  

（立入検査等） 

第12条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付決定を受けた運営者に対し、補助

事業に関する報告を求め、指導又は助言をすることができるほか、立入検査等を実施するこ

とができる。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第13条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業完了後に消費

税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

が確定した場合には、速やかに市長に報告しなければならない。この場合において、市長は、

当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又は一部の納付を命ずるものであること。 

２ 前項前段に規定する場合において、全国的に事業を展開する組織の一支部又は一支社及び

一支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部又は本社及び本所等で

消費税及び地方消費税の申告を行っているときは、本部の課税売上割合等の申告内容に基づ

き報告を行うこと。 

（財産の処分の制限） 

第14条  補助金の交付を受けた運営者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が

50万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年

大蔵省令第15号）に定める耐用年数を経過するまでの間、市長の承認を受けないで、この補

助事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはな

らない。 

２ 前項の規定により市長の承認を受けて財産を処分した場合は、補助金の全部又は一部を市

に納付しなければならない。 

（書類の整備等） 

第15条 補助金の交付を受けた運営者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿

を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、及び保管しておかなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業が完了した日の属する市の会計年度

の翌年度から５年間（前条第１項に規定する期間が５年を超える財産の取得があるとき

は、その期間）保存しなければならない。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成22年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成27年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、元号を改める政令（平成31年政令第143号）の施行の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年３月10日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和２年10月20日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年２月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



別表（第３条関係） 

１ 特定分 

対象経費 補助額 

放課後児童健全育成事

業の運営に必要な経費 

１ 放課後児童支援員（常勤職員に限る。）を２人以上の配置を

する事業所 

 

《年間開所日数250日以上のクラブ》  

(1) 基本額（１支援の単位当たりの年額） 

 ア 構成する児童の数が10～19人の支援の単位 

4,047,000円－（19人－支援の単位を構成する児童の数)× 

29,000円 

 イ 構成する児童の数が20～35人の支援の単位 

6,158,000円－（36人－支援の単位を構成する児童の数)× 

26,000円 

 ウ 構成する児童の数が36～45人の支援の単位 6,158,000円 

 エ 構成する児童の数が46～70人の支援の単位 

6,158,000円－（支援の単位を構成する児童の数－45人)× 

75,000円 

 オ 構成する児童の数が71人以上の支援の単位 4,601,000円 

(2) 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額） 

  平日分（１日６時間を超え、かつ、18時を超えて開所する

場合） 

  １日６時間を超え、かつ、18時を超える時間の年間平均時

間数×30,000円 

 

《年間開所日数200～249日のクラブ》 

(1) 基本額（１支援の単位当たり年額） 

 ア 構成する児童の数が20人以上の支援の単位 4,250,000円 

 イ 構成する児童の数が10～19人の支援の単位 3,102,000円 

(2) 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額） 

  平日分（１日６時間を超え、かつ、18時を超えて開所する

場合） 

  １日６時間を超え、かつ、18時を超える時間の年間平均時

間数×30,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２ 放課後児童支援員、補助員等を配置する事業所 

 

《年間開所日数250日以上のクラブ》  

(1) 基本額（１支援の単位当たりの年額） 

 ア 構成する児童の数が10～19人の支援の単位 

2,629,000円－（19人－支援の単位を構成する児童の数)×

29,000円 

 イ 構成する児童の数が20～35人の支援の単位 

4,868,000円－（36人－支援の単位を構成する児童の数)×

26,000円 

 ウ 構成する児童の数が36～45人の支援の単位 4,868,000円 

 エ 構成する児童の数が46～70人の支援の単位 

4,868,000円－（支援の単位を構成する児童の数－45人)×

75,000円 

 オ 構成する児童の数が71人以上の支援の単位 2,917,000円 

(2) 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額） 

  平日分（１日６時間を超え、かつ、18時を超えて開所する

場合） 

  １日６時間を超え、かつ、18時を超える時間の年間平均時

間数×30,000円 

 

《年間開所日数200～249日のクラブ》 

(1) 基本額（１支援の単位当たり年額） 

 ア 構成する児童の数が20人以上の支援の単位 3,185,000円 

イ 構成する児童の数が10～19人の支援の単位 1,766,000円 

(2) 長時間開所加算額（１支援の単位当たり年額） 

  平日分（１日６時間を超え、かつ、18時を超えて開所する

場合） 

  １日６時間を超え、かつ、18時を超える時間の年間平均時

間数×30,000円 

 

障がい児受入加算費 

（障がい児の受入れに必

要な経費） 

 

 

 

《１支援の単位当たり》 

１人当たり月額20,000円 

(注) 受入日数に１月に満たない端数が生じたときは、これを１

月とみなし算定する。 

(注) 障がい児受入加算費を適用する場合は、神奈川県が実施す

る放課後児童支援員等資質向上研修を受講すること。 

 

 

 

 



２ その他分 

対象経費 補助額 

処遇改善加算費 

（放課後児童支援員等の 

処遇の改善に必要な経

費） 

《１支援の単位当たり》 

11,000円×賃金改善対象者数×事業実施月数 

(注) 「賃金改善対象者」とは、賃金改善を行う常勤職員数に１箇

月当たりの勤務時間数を就業規則等で定めた常勤の１箇月当た

りの勤務時間数で除した非常勤職員数（常勤換算）を加えたも

のをいう。 

(注) 当該年度において賃金改善が行われている、又は行う見込み

である職員数により賃金改善対象者を算出すること。 

 


